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要 　旨
　現在，アメリカ合衆国は薬物戦争・テロ戦争という複合的な戦争の最中にあり，国外において合衆国
市民や非合衆国市民に対して捜索・押収を行うことがある．合衆国内での捜索・押収活動は不合理な捜
索・押収を禁ずるアメリカ合衆国憲法第 4 修正によって規律を受けるが，合衆国外における捜索・押収
に関しては国内における保障とは必ずしも同等の保障が及ぶとは限らない．本稿では，このような国外
でのアメリカ政府当局の捜索・押収活動と第 4 修正の関係について合衆国最高裁判所及び下級審判例を
中心に検討を行い，合衆国の世界規模での捜査活動についていかなる憲法上の規律が及ぶのか考察を加
えるものである．
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Ⅰ は じ め に
　アメリカ合衆国は，1970年代前半から薬物戦争
として，国内外で薬物犯罪に対し，厳格な法執行
を行っている1）．このような法執行を国外で行う
場合，本来であれば，捜査共助の条約や法に基づ
いて被疑者が所在する国の捜査当局に被疑者の特
定及び犯罪証拠の捜索・押収等の捜査協力を依頼
することが通常であるが，アメリカは必ずしもこ
のような捜査共助によらず，直接的に被疑者が所
在する，もしくは所在した国の住居等を捜索し，
証拠を収集することがあり，最終的には，アメリ
カの法廷において刑事訴追を行うことがある．ま
た，このような薬物法規の執行に止まらず，テロ
をはじめとする国家安全保障上の要請から，直接
的に国外で監視対象者の住居等の捜索・押収を行
うこともある．薬物戦争とテロ戦争という現代の
戦争は，薬物のトラフィッキングの利益がテロ組
織の資金源となっていることが指摘され，また，
アメリカ国内での薬物の頒布それ自体がテロ組織
の「聖戦」であることが指摘されている2）ことか
ら，両者は相当に密接な関連を有する様相を呈し
てきている．他方でこれらのような政府の活動も
無制限に許されるわけではなく，一定の場合，不
合理な捜索・押収を禁止する合衆国憲法第 4 修正
との関係から規律が加えられることとなる．本稿
では，以上のことを前提として，薬物戦争とテロ
戦争において国外での政府の捜索・押収という活
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動に第 4 修正はいかなる保障を提供するのかとい
うことについて，合衆国における判例を中心に検
討を加えることとする．
Ⅱ 薬物戦争・テロ戦争を巡る状況
　薬物戦争とは，1960年代のアメリカ国内での薬
物乱用に伴う犯罪が急激に増加した3）ことから，
1973年にリチャード・ニクソン大統領が世界規模
での薬物の脅威を撲滅する戦争を宣言したことに
端を発する．この宣言は1980年にロナルド・レー
ガン大統領に引き継がれ，アメリカは国内での薬
物法規の厳格な執行に止まらず，国外の組織や個
人に対しても合衆国への薬物のトラフィッキング
行為の罪で RICO 法違反として訴追を行ってい
る4）．
　一方，テロ戦争とは一般的に2001年 9 月11日同
時多発テロ以降のテロとの戦いを指すものとして
捉えられている．具体的には同時多発テロの報復
としてタリバン政権と国際テロ組織アル・カーイ
ダへの攻撃に始まる一連の軍事作戦及び法執行活
動であると考えることができよう5）．ただし，現
在もこのテロとの戦いは新興のテロ組織であるイ
スラム国（ISIS/ISIL）との戦いなども含め，依然
として広範にわたり継続しており，一概にどのテ
ロ組織との戦いを指すのか区分して定義すること
は困難な時代に突入した．アメリカ政府において
も「テロ」の定義は多数にわたるといわれている6）．
ここから，本稿でのテロ戦争とは合衆国政府によ
り外国テロ組織と認定された組織に対する軍事力
を用いた武力攻撃から，諜報活動，監視，そして
法執行活動全般を含むものとして扱うこととす
る7）．
　薬物戦争とテロ戦争は一見すると，両者は関係
性を有さず，全く別の領域の問題であるように思
える．しかし，これらは相互に密接に関係し合い，
アメリカの法と政策上の大きな問題となっている．
例えば，アメリカでは現在，薬物問題が深刻なこ
とから，メキシコの薬物密輸組織を外国テロ組織
として指定することも検討されており8）,テロ指定
することにより武力攻撃が可能になるとも指摘さ
れている9）．冒頭に述べたように違法薬物はテロ
組織の資金源となっていることが指摘されており，
また，そのような危険な薬物をアメリカ国内で頒
布すること自体がテロ組織にとって「聖戦」であ
るとされることがあり，薬物がテロの手段として
用いられることがある10）．このようにしてみると，
薬物戦争とテロ戦争は完全に一致するとはいえな
いものの，相当程度密接な関連を有する場面が生
じると考えられることは前述の通りである．
Ⅲ 第 4修正を巡る議論状況
　ここでは第 4 修正を巡る議論状況について検討
を加えることとする．第 4 修正は「不合理な捜索・
押収から身体，住居，書類および所持品が守られ
るという人民の権利は侵されない．そして相当な
理由に基づき，宣誓又は確言で支えられ，かつ捜
索すべき場所ならびに押収すべき身体または物を
具体的に限定して記述する場合を除いては，令状
は発せられない．」と規定している11）．この第 4 修
正の意義は第一文と第二文で分けられている．す
なわち，第一文では「不合理な」捜索・押収の禁
止について規定されており，第二文では相当な理
由に基づき，宣誓と確言で支えられ，かつ，捜索
場所と押収対象物を限定的に記していない令状，
つまり一般令状の禁止という二つの狙いが第 4 修
正には規定されている12）．ここから，捜索・押収
がなされる際には必ず令状が必要とされるのか否
かということが問題となる．このことを検討する
に当たっては第 4 修正が制定された歴史に目を向
けることが重要であろう．
　イギリス植民地下のアメリカでは臨検令状とい
う何らかの具体的な犯罪の捜査目的ではなく，関
税徴収目的での一般令状が執行されており，この
恣意的な運用がその後の独立戦争へとつながった
一要因であったと言われる13）．特にこの臨検令状
はその発付当時の統治者が代わるまで無期限に有
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効である令状であり，通常の一般令状よりもより
恣意的な令状であったとされる14）．このような経
験から，独立戦争後もアメリカでは，令状とは市
民に対する保護策ではなく，官憲の権限を強める
ものであるとの見方すらなされていたと言われる
こともある15）．憲法起草者がどこまで令状による
捜索を奨励していたかについては根強い議論があ
る16）が，捜索・押収の「合理性」が捜索・押収の
合憲性判断の要となることには大きな異議はない
と思われる．したがって，第 4 修正はその規定ぶ
りからも，本来的には捜索・押収は合理的なもの
でなくてはならないが，仮に令状が発せられるの
であれば，一般令状ではなく，個別具体的な令状
が発せられなくてはならないことを規定している
ものと考えられる．この点，合衆国最高裁判所は，
特に1960年代半ばから令状へ傾斜してきていると
いうことが窺われる．例えば，合衆国最高裁判所
は飲酒運転による交通事故の証拠を収集する目的
で，逮捕された被疑者からその意思に反して血液
を 強 制 的 に 医 師 に 採 取 さ せ た Schmerber v. 
California17）において，本件での無令状での血液採
取は令状入手に時間がかかれば，血中アルコール
濃度が時間の経過に伴って低下することで飲酒運
転の証拠が失われるとの相当な理由があり，かつ，
血中アルコール濃度の測定方法も合理的であるこ
とから，第 4 修正に反しないと判示した．しかし，
その判旨を読み取れば，本件のように，逮捕と見
られる事態であり，その逮捕に伴う捜索・押収に
おいても，令状入手の時間的余裕があれば，令状
を入手すべきであり，その時間的余裕がありなが
ら令状を入手しない場合は，第 4 修正に違反する
と示唆した点で令状への傾斜をみることができ
る18）．また，公衆電話ボックスにおける電話の一
方当事者の会話の無令状の傍受の合憲性が争われ
たKatz v. United States19）において，法廷意見は裁
判官や令状発付官の事前に承認によらないでなさ
れた捜索はいくつかの例外に服するものの，本来
的に不合理なものとなると判示している．ただし，
本件は，ホワイト裁判官による補足意見で国家安
全保障の場面まではその射程とされない旨述べら
れていることには注意が必要である．その後，ア
メリカ国内での国内テロ組織によるCIAオフィス
の爆破共謀等の証拠収集のための通信傍受が無令
状（命令）によってなされたとして当該通信傍受
の第 4 修正違反が争われた United States v. U.S. 
District Court (Keith)20）において，連邦通信傍受法
（Omnibus Crime Control and Safe Street Act of 
1968, TitleⅢ）に従わず無令状（命令）でなされ
た本件通信傍受は第 4 修正に違反するとされた．
本件は法律があった上での無令状傍受であり，
Katzまでの流れである令状への傾斜という面では
直結するとはいえないかもしれないが，国内の国
家安全保障目的での通信傍受も通常の通信傍受法
に従って行うことを命じた点でKatzでのホワイト
裁判官の補足意見は一部解決された21）．
　このようにして，合衆国最高裁判所は一般的に
令状入手の時間的余裕がある場合には，原則とし
て令状を入手することを求めているように思える．
以下ではこのような一般的な第 4 修正の理論を前
提として，国外での捜索・押収での第 4 修正の適
用について問われた事案につき，検討を加える．
Ⅳ 判　　　例
1 ．United States v. Verdugo-Urquidez, 494 U.S. 
259 （1990）
【事実の概要】
　被申請人Rene Martin Verdugo-Urquidezはメキ
シコ在住のメキシコ市民であり，合衆国薬物取締
局（U.S. DEA）は，被申請人は薬物をアメリカに
密輸入している巨大かつ暴力性を有する組織の主
導者の一人であると思料した．複数の薬物関連の
犯罪についての被申請人に対する告発状を基に，
合衆国政府は1985年 8 月 3 日に逮捕状を得た．翌
1986年 1 月，メキシコの警察官らは合衆国の連邦
マーシャルとの協議の後，メキシコにおいて
Verdugo-Urquidezの身柄を確保し，カリフォルニ
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ア州カレキシコの合衆国国境警備隊の分駐所に移
送した．分駐所で合衆国連邦マーシャルは被申請
人を逮捕し，最終的にカリフォルニア州サンディ
エゴの収容施設に移送し，そこで被申請人は公判
審理のため勾留された．
　被申請人の逮捕に引き続き，カレキシコに配属
されているDEA捜査官は被申請人に対し嫌疑がか
けられている薬物トラフィッキング活動，DEA特
別捜査官の略取及び拷問による謀殺への関与の証
拠が見つかるであろうと考え，メキシコのメキシ
カリとサンフェリペに所在する被申請人の住居を
捜索する準備を整えた．DEAは最終的にメキシコ
当局の協力を確保し，DEA捜査官らはメキシカリ
とサンフェリペの被申請人の財産を捜索し，書類
を押収した．押収物の中には合衆国に密輸入され
た大量のマリワナの勘定表と思われるものも含ま
れていた．
　District Courtは被申請人による当該捜索中に押
収された証拠の排除の申立てを認め，当該捜索に
は第 4 修正が適用され，DEA捜査官らは被申請人
の住居を無令状で捜索することを正当化すること
ができていないと結論付けた．第 9 巡回区 Court 
of Appealsの意見が割れた小法廷も原判断を確認
した．
　合衆国最高裁判所はサーシオレイライを認容し
た．
【判　　　旨】
　破棄　レンクィスト裁判官執筆による法廷意見
（ホワイト裁判官，オコナー裁判官，スカリーア裁
判官，ケネディ裁判官参加）
　本件で提起される問題は合衆国に居住していな
い外国人が国外で所有する財産に対し，合衆国の
捜査官が捜索・押収を実施する際，合衆国憲法第
4 修正が適用されるか否かという問題である．当
裁判所は第 4 修正は適用されないと判示する．
　第 4 修正の射程を分析する前に，当裁判所は本
件では争点とはなっていないが，第 4 修正は第 5
修正とは異なって機能しているということを確認
しておくことが重要であると考える．第 5 修正が
保障する自己負罪拒否特権は被告人の基本的な公
判審理における権利である（Malloy v. Hogan, 378 
U. S. 1 （1964）参照）．公判審理に先立つ法執行官
による行為が究極的には被告人の権利を侵害する
ことになっても，憲法上の権利侵害は公判審理で
のみ生じるのである（Kastigar v. United States, 406 
U. S. 441 （1972））．第 4 修正は異なったように機
能する．第 4 修正は収集される証拠が公判審理で
使用されるか否かに関係なく，「不合理な捜索・押
収」を禁止しており，第 4 修正違反が「完遂」す
るのは不合理な政府の侵害時である（United States 
v. Calandra, 414 U. S. 338 （1974）; United States v. 
Leon, 468 U. S. 897 （1984））．したがって，このよ
うな目的からすれば，憲法違反が生じたとすれば，
それはもっぱらメキシコで生じたことになる．被
申請人のメキシコの住居で収集された証拠が合衆
国の公判審理で排除されるべきか否かは憲法違反
があるか否かとは別に救済策の問題である．
（Calandra; Leon）．
　第 4 修正は「不合理な捜索・押収から身体，住
居，書類および所持品が守られるという人民の権
利は侵されない．そして相当な理由に基づき，宣
誓又は確言で支えられ，かつ捜索すべき場所なら
びに押収すべき身体または物を具体的に限定して
記述する場合を除いては，令状は発せられない」
と規定しており，その文言において「人民」
（people）だけをその射程としており，それは専門
の用語（term of art）である．この文言解釈が結
論を示すものでは決してないが，第 4 修正によっ
て保護される人民とは，アメリカのコミュニティ
の一部，もしくはそのコミュニティの一部とみな
すのに十分なつながりを発展させた類の者に言及
していると示唆され（United States ex rel. Turner 
v. Williams, 194 U. S. 279 （1904）参照），刑事事件
において手続を規律する第 5 修正と第 6 修正で用
いられる「個人」と「被告人」という文言と対比
されるものである．
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　第 4 修正の起草の歴史についての知識はまた，
第 4 修正の目的が国内の事案で合衆国政府によっ
てなされる捜索・押収を規律しているということ
を指し示している．第 4 修正の採択の背後にある
その動機は密輸入品の捜索を行う国税職員に権限
を付与する臨検令状と反逆罪で個人を有罪とする
ための書類を発見するために，私的な住居に対す
る捜索を認める一般令状に対する植民地の住民の
間で広まった敵意であった．したがって，第 4 修
正の目的とは合衆国政府による恣意的な活動から
合衆国の人民を保護することである．第 4 修正の
規定が合衆国の領土外で外国人に対してなされる
連邦政府の活動を制約するように意図されたとい
うことは決して示唆されていないのである．
　同様に第 4 修正は起草者と同時代に生きた人々
によって外国の領土や国際水域において外国人に
対する合衆国の活動に適用されると理解されてい
たと示すものもない．フランスとの「疑似戦争」
（宣戦布告なき戦争）の際に合衆国議会はアダムズ
大統領に以下のような権限を付与した．すなわち，
合衆国の任務に就いている公的な武装船，もしく
は雇用されている武装船の司令官に対し，合衆国
の主権の及ぶ範囲内で発見される，もしくは，公
海で発見されるフランスの武装船を制圧，押収，
そして拿捕することを認め，また，合衆国の武装
船が有しているのと同じ権限を付与し，あらゆる
フランスの船舶を制圧，押収そして拿捕し，合衆
国の人民の船舶，物，所持品を取り返すことを認
める権限を大統領に付与したのである．これらの
法の施行により，合衆国議会の権限の下で相当程
度の数の外国船が押収された．指揮官の中には，
その行為が合衆国議会の付与した権限の射程を逸
脱するとして当裁判所により，免責されないと判
示された者もいる（Little v. Barreme, 2 Cranch 170 
（1804）; Talbot v. Seeman, 1 Cranch 1 （1801）等参
照）が，当裁判所は決してこのような場合に，第
4 修正が合衆国議会や合衆国政府のエージェント
の権限を制約することを示したものではない．
　Court of Appealsによって取られた世界規模で
の合衆国憲法の適用についての考え方はまた，当
裁判所の Insular Casesでの判断とも相反するもの
であり，それらでは，当裁判所は合衆国政府が主
権を有している場合にでさえ，すべての憲法の規
定が適用されるわけではないと判示したもので
ある（Balzac v. Porto Rico, 258 U. S. 298 （1922）; 
Ocampo v. United States, 234 U. S. 91 （1914）; Dorr 
v. United States, 195 U. S. 138 （ 1904 ）; Hawaii v. 
Mankichi, 190 U. S. 197 （1903）; Downes v. Bidwell, 
182 U. S. 244 （1901）等参照 ）．Dorr では，当裁
判所は明確には合衆国の領土とはされていない場
所では合衆国議会は「陪審による裁判を受ける権
利を含む法制度」を採用することを求めておらず，
「立法とその執行なくしては，その領土がある場所
にはそのような合衆国憲法上の権利は伴わない」
と判示した（Dorr）．「基本となる」憲法上の権利の
みがそれらの領土に住む者達にも保障されるので
ある（Dorr; Balzac; Examining Board of Engineers, 
Architects and Surveyors v. Flores de Otero, 426 U. 
S. 572 （1976）参照）．究極的には合衆国議会によ
って統治されている領土に関してそれが正しいな
らば，被申請人の第 4 修正の保障を外国において
外国人まで拡張せよとの主張はより一層根拠が乏
しいものとなる．
　また，当裁判所は外国人が合衆国の主権が及ぶ
領域外で第 5 修正上の権利が保障されるべきとの
主張を否定し，「外国人はその者が我々の社会とそ
のアイデンティティを高めていくにつれて寛大に
かつ高まった程度の権利が与えられる」と述べ，
一定の場合には外国人に対しても権利保障が及ぶ
と判示した．（Johnson v. Eisentrager, 339 U.S. 763 
（1950））．しかし，当裁判所の第 5 修正の外国での
適用は強調されている．すなわち，「根本的な法を
そのように外国で適用することは政府の活動にお
いてあまりに大きな変革であり，……そのような
考え方を支持しない．……全ての現代の政府の活
動はそのようなこととは相反するものである．」と
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強調している（Johnson）．
　そのようなことが比較的普遍的な文言である
「個人」を用いている第 5 修正にいえるならば，「人
民」にだけ適用される第 4 修正に関してはより一
層当てはまることとなろう．
　被申請人は第 4 修正についてのその自身の考え
方を支持するために，Reid v. Covert, 354 U.S. 1  
（1957）での複数意見の文言を指摘するが，Reidは
民間人である合衆国市民を第 5 修正及び第 6 修正
の保障なく，軍事法廷で公判審理に付することは
違憲であると判示した事例である．被申請人は当
裁判所はこの議論は連邦の官憲が何人に対しても
活動する時は常に第 4 修正によって制約を受ける
ことを意味するものであると主張するが，Reidで
の判示はそのような包括的な前提を述べているも
のではない．すなわち，国外に所在する合衆国市
民は第 5 修正及び第 6 修正の保障を発動すること
ができると判断したに過ぎない．被申請人は合衆
国市民ではないので，Reidでの判示から救済を求
めることはできない．
　Verdugo-Urquidezはまた，当裁判所が外国人は
一定の憲法上の権利を享受できると判示した一連
の事例にも依拠している（Plyler v. Doe, 457 U. S. 
202 （1982）; Kwong Hai Chew v. Colding, 344 U. S. 
590 （1953）; Bridges v. Wixon, 326 U. S. 135 （1945）; 
Russian Volunteer Fleet v. United States, 282 U. S. 
481 （1931）; Wong Wing v. United States, 163 U. S. 
228 （1896）; Yick Wo v. Hopkins, 118 U. S. 356 （1886）
等参照）．しかし，これらの事例は外国人が合衆国
の領土内に入り，合衆国と十分なつながりを発展
させた場合に憲法上の保障を受けるということを
確立したに過ぎない（Plyler（quoting Yick Wo）; 
Kwong Hai Chew （quoting Bridges））．被申請人は
以前に合衆国と相当程度の任意的なつながりを有
したことはない外国人であり，したがって，これ
らの事例は被申請人には適用されない．
　被申請人はまた，Graham v. Richardson, 403 U. 
S. 365 （ 1971）と Foley v. Connelie, 435 U. S. 291 
（1978）に依拠して，第 4 修正に関して外国人を合
衆国市民と異なったように扱うことは合衆国憲法
第 5 修正の平等保護の条項に反すると主張するが，
外国人にまで合衆国憲法によって拡張された保障
としてこれまでに引用されてきたまさにこれらの
判例はこの主張を掘り崩すものである．それらの
事例は問題となっている特定の規定は市民と同じ
程度では外国人にまで拡張されないという結論に
基づいているものであり，外国人に対し市民とは
異なる程度の保護策を与えることを明示的に当裁
判所が認めた事例であった（Mathews v. Diaz, 426 
U. S. 67 （1976）参照）．
　また，被申請人の主張する結果は国境を越えて
活動する合衆国にとって重大かつ有害な結果をも
たらすこととなり，それは国外での法執行活動に
適用されるだけでなく，「捜索や押収」がなされる
こととなる外交政策上の活動にも適用されること
となる．合衆国は合衆国市民を保護し，または，
国家安全保障目的で国外で軍隊を用いてきている．
第 4 修正をこれらの活動に適用することは国家の
利益が関係する外国の状況に対応するための政治
部門の能力を大きく損なうこととなろう．被申請
人の主張が通るとするならば，合衆国とかかわり
のない外国人は外国や国際水域でなされたと主張
する第 4 修正違反を救済するために損害賠償訴訟
を提起することができることとなり（Bivens v. Six 
Unknown Federal Narcotics Agents, 403 U. S. 388 
（1971）; Tennessee v. Garner, 471 U. S. 1 （1985）参
照；Graham v. Connor, 490 U. S. 386 （1989）），政
府は国外で行われる捜索・押収の方法において何
が合理的であるのかということに関して不確実な
状態にさらされかねないこととなる．
　当裁判所は第 4 修正の文言と第 4 修正の歴史，
そして外国人に対する合衆国憲法の適用及び国外
での合衆国憲法の適用を議論した事案からすれば，
被申請人の主張は退けられることになると考える．
捜索時に，被申請人は何ら合衆国へ任意につなが
りを有していないメキシコ市民であり，かつ，そ
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の居住者であり，捜索が行われた場所はメキシコ
であった．これらの状況下では，第 4 修正は適用
されない．
　重要なアメリカの利益を脅かす状況は地球の裏
側で生じることもあり，その状況とは，我々の政
府の政治部門からすると，軍隊による出動をアメ
リカに対応として求めるものである．そのような
アメリカの活動に伴って生じる捜索・押収を制約
するとするならば，それらの制約は外交上の理解，
条約，もしくは立法を通じて政治部門によって課
されなければならない．
　したがって，Court of Appealsの判断を破棄す
る．
【ケネディ裁判官執筆の補足意見】
　本件で第 4 修正違反は生じておらず，Court of 
Appealsの判断を破棄しなければならないという
ことに賛成する．合衆国憲法の域外適用が関係す
る事案においては，当裁判所はその主張をする個
人が合衆国市民か外国人であるかということに注
意を払ってきた（Reid; Johnson等参照）．
　合衆国憲法の効力はその文言に同意した一定の
人々によってもたらされたものであるからといっ
て制約を受けるものではない．このことから，第
4 修正の「人民」という文言はその保護策を制限
する根拠とする考え方は採ることはできず，これ
らの文言によりその効力や射程が損なわれるとは
考えない．
　本件においては，第 4 修正の令状要件に固執す
ることは実際的でなく，特異なものとなる．合衆
国憲法は合衆国のエージェントに対し，合衆国に
居住していない外国人の外国の住居の捜索の際に
令状を入手することを求めていない．それは，令
状を発付する現地の裁判官や令状発付官がいない
こと，国外で適用できる合理性とプライヴァシー
という異なった，もしかしたら，確認することも
できない概念，そして外国の当局の役人と協力す
る必要性，これらのことにより，第 4 修正の令状
要件は合衆国内と同じようにはメキシコで適用さ
れるべきでない．法廷意見によって述べられてい
る他の説得的な正当化理由に加え，この理由によ
り，本件においては第 4 修正違反は生じていない
ということに同意する．
【スティーブンズ裁判官執筆の結論賛成意見】
　私の意見では，合衆国に合法的に所在する外国
人は第 4 修正を含む権利章典の保護策が与えられ
る「人民」の中に含まれると考える．被申請人は
その意思に反して合衆国に連行され，判決を受け
てはいるものの，そのような個人であることは確
かである．しかし，メキシコ当局の承認と協力の
下で合衆国のエージェントによってなされた捜索
は第 4 修正の第一文で用いられる文言である「不
合理」には当たらないとの政府の主張には同意す
る．令状要件は外国の法域で非合衆国市民の住居
の捜索には適用されないと考えられ，それはアメ
リカの令状発付官はそのような捜索を承認する権
限は有していないからである．したがって，法廷
意見の判断に結論として賛成するものである．
【ブレナン裁判官執筆の反対意見（マーシャル裁判
官参加）】
　本日，当裁判所は外国人はたとえその自国に所
在しても合衆国の法を順守しなければならないが，
合衆国政府は合衆国の法に違反したとして外国人
を捜査する際に，第 4 修正を遵守することは求め
られないと判示した．この判示に謹んで反対する．
　特に過去10年において，政府は外国人も合衆国
の領土を完全に超えてなされてはいるが，合衆国
に影響を与える犯罪に対し連邦法の下で刑事責任
があるとの判示を得ることに成功してきた．今や，
外国人は合衆国の薬物法に違反しないように注意
しなければならないだけでなく，合衆国の反トラ
スト法，証券法，そして多くの連邦刑事法に違反
しないように注意しなければならない．
　合衆国憲法は合衆国内，合衆国外問わず，行為
を犯罪化する合衆国議会の権限の拠り所であり，
そのような犯罪行為を捜査し，訴追する行政府の
権限の拠り所でもあるが，合衆国憲法はまた，国
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外であろうと国内であろうと犯罪行為を捜査，訴
追，そして処罰する政府の権限に制限を加えても
いるのである．
　多数意見は合衆国憲法は政府が合衆国の刑事法
を国外で執行することを認めるが，政府のエージ
ェントがこの権限を執行する際には，第 4 修正は
それに伴って効力を有しないと判示しており，不
適切である．少なくとも，第 4 修正は刑事法を執
行する政府の権限と相互に関連することは避けら
れないことである．
　第 4 修正は不合理な捜索・押収からの自由であ
る「人民」の権利を保障しているが，多数意見に
よれば，「人民」という文言は「合衆国の共同体の
一部である個人，もしくはその共同体の一部とみ
なせるほど十分なつながりを合衆国と発展させた
個人」としている．この点につき，多数意見は外
国人は合衆国内に入り，合衆国と「十分なつなが
り」を発展させて初めて第 4 修正による保護を受
けると示唆しているが，その「十分なつながり」
というテストの解釈が依拠する根底にある原理に
ついては何ら議論していない．また別の保護策を
受けるか否かの分岐点で，多数意見は外国人は任
意に合衆国に所在しなければならず，その外国人
は「一定の社会的義務を受け入れていなければな
らない」と示唆している．他の点では，多数意見
は被申請人は捜索された場所が合衆国内であれば，
保護されることとなると暗に意味している．
　しかし，多数意見は被申請人は合衆国法に違反
したとして捜査され，訴追されており，恐らく，
残りの人生を合衆国の刑務所で過ごすこととなる
という合衆国との最も明白なつながりを無視して
いる．政府が被申請人を捜査し，合衆国の刑事法
の下で責任があるものとしようとするならば，政
府は被申請人を合衆国の共同体の一員として扱っ
ていることとなり，被申請人には第 4 修正上の保
護策が与えられるのである．我々が合衆国の刑事
法に従うような「社会的義務」を外国人に課す場
合には，その代わりに，とりわけ，第 4 修正とい
う一定の相互に関係する権利を尊重する義務があ
るという結論に至らざるを得ないのである．
　被申請人は第 4 修正によって保護される「人民」
でないと結論付けることで，多数意見は基本的な
相互性という観念を無視しているのである．我々
が外国人も合衆国の法に従うことを期待するなら
ば，外国人も我々が彼らを捜査し，訴追し，処罰
する際には合衆国憲法に従うことを期待すること
ができて然るべきである．このような相互性は権
利章典の根底にある基本的な公正さを保障するた
めに不可欠なものであり，合衆国の刑事法に違反
したとして捜査，訴追されることにより，同じよ
うに脆弱な立場に立たされる外国人にも同様に不
合理な捜索・押収から市民を保護する第 4 修正が
適用されるべきである．
　また，多数意見は被申請人は第 4 修正で保護さ
れる「人民」の一人としてみなすに足る合衆国と
の十分なつながりを有していないと説明しようと
試み，第 4 修正の文言，歴史的な根拠，そして一
定の憲法上の規定が国外で適用されることを否定
した事例に依拠し，人民とは専門の用語であると
示唆している．しかし，これらはいずれも，多数
意見の第 4 修正の適用についての解釈を正当化す
るものではない上，多数意見もその「文言解釈の
結論を示すものでは決してない」と認めている．
多数意見のメンバーの一人は「第 4 修正の「人民」
という文言は第 4 修正の保護策を制限する根拠と
する考え方を採ることはできない」とすら述べて
いる．多数意見は第 4 修正の保護策の限定的な解
釈を「人民」であるとみなすことができるほど合
衆国と「十分なつながり」があるということで行
うことを示唆しているが，「人民」という文言は
「政府」に対する修辞的な対比と理解することが適
切であり，それは「人民」に付与される権利は「政
府」に服するすべての権利を保護するためである
（New Jersey v. T. L. O., 469 U. S. 325 （1985） 参照）．
　第 4 修正の歴史を見てみても，多数意見の「人
民」の解釈は支持されない．第 4 修正の起草者達
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は「身体，住居，書類および所持品が守られると
いう人民の権利」と広く規定し，適用される者に
限定を加えなかった上にそのような議論もなされ
なかったことからも「人民」という文言を狭く解
釈することはできない．
　また，多数意見は Johnson v. Einsetragerを誤っ
て解釈しており，同事案はドイツの降伏後に依然
として合衆国に対して敵対行動を取るドイツ兵に
は第 5 修正は適用されないとした事例であり，そ
の制限の根拠は外国人ということではなく，敵兵
士という理由であった．また，Insular Casesもそ
の領土の当局によって行われる公判審理に合衆国
憲法上の権利が適用されるかという問題であり，
本件では何ら分析的価値はない．
　国外で外国人に対する法執行目的での捜索に第
4 修正を適用すれば，「国益が関係する外国の状況
に対応する政治部門の能力を深刻に損なう可能性
がある」という恐れから被申請人の主張は退けら
れているが，このような恐れは空想の域を出ない．
Verdugo-Urquidezは第 4 修正によって保護される
としても，戦時において敵国の外国人を第 4 修正
の保障を発動することが認められる者として扱う
ことを求めるということはほとんどないであろう
（Johnson参照）．
　さらに，戦時において敵国の外国人に対する法
執行活動ではない活動ではあるが，国家安全保障
を意図する活動に関しては，令状と相当理由に関
する一般的な要件の法理上の例外は国外ではより
頻繁に適用されることとなり，したがって，第 4
修正の構造と行政府の外交権限の緊張を緩和する
ことができる．国外での繊細な活動が関係する多
くの状況は令状要件が免除される緊急事態が関係
することとなろう（Warden v. Hayden, 387 U. S. 
294 （1967）参照）．したがって，政府の行為は合
理性の要件と，その状況による適用だけで評価さ
れることとなろう（United States v. Montoya de 
Hernandez, 473 U. S. 531 （1985）参照）．
　加えて，「合理的な」捜索・押収の正確な輪郭は
不明確かもしれないが，行政府が外交を行うその
能力を相当に害することとなるほどの負担を課す
ことにはならず，国外での捜索や押収の合理性が
不明確であっても，裁判所は行政府が刑事訴追を
行い，国外で押収した証拠を提出すると決定した
場合にのみそのような捜索の合憲性を判断する機
会を有するので第 4 修正の適用は行政府の外交に
おける伝統的な権限に干渉しないのである．
　また，令状条項は国内においてと同様に，国外
で主要な機能を果たすのであり，国外での捜索と
国内での捜索を区別する理由はないのでブラック
マン裁判官とスティーブンズ裁判官の令状要件は
国外で非合衆国市民に対して行われる捜索には適
用されないとの各意見も支持することはできない．
　令状要件の主要な目的は中立性の確保であり，
また，捜索の範囲を定義し，捜索を行う官憲の裁
量を制限することである（New York v. Burger, 482 
U. S. 691 （1987）; Marron v. United States, 275 U. 
S. 192 （1927）参照）．これらの目的は国内におけ
る場合と同様に国外においても果たされることと
なる．令状条項は合衆国議会が合衆国の令状発付
官に対し，国外での捜索令状を発付する権限を与
えていないという理由だけで無視されてはならな
い．また，令状条項は合衆国の令状発付官による
令状は外国での捜索を「承認」することができな
いという理由だけで適用できないとすることはで
きないのである．これは国際法の問題として事実
であるかもしれないが，第 4 修正の解釈とは無関
係である．
　政府が合衆国外及び国内で外国人に対し法執行
目的で捜索を行う場合に，政府は第 4 修正に従わ
なければならず，緊急事態や同意なくしては合衆
国の裁判所から捜索令状を入手しなければならな
い．合衆国が世界に対しすべての者がどこにいよ
うとも合衆国の法を順守することを期待するなら
ば，同時に世界に対し合衆国の法執行官はこれと
は異なり法の遵守を求められていないとすること
はできない．合衆国が合衆国憲法を尊重するまで
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他者に合衆国の法を尊重することは期待できない
ので，謹んで反対する．
【ブラックマン裁判官執筆の反対意見】
　外国人も合衆国の刑事法違反で責任が問われる
際には，外国人も「被統治者」の一人として有効
に扱われ，したがって，第 4 修正上の保障が付与
されるとの点ではブレナン裁判官に同意する．政
府の国外での権限の行使は第 4 修正が関係しない
のが通常であるが，国内の刑事法の執行は刑事法
を遵守することを義務づけられる者に対して，主
権の行使の典型例であるように思える．いずれに
せよ，スティーブンズ裁判官が述べているように，
被申請人は捜索が行われた際に適法に合衆国内に
所在したのであり，これらの状況では，被申請人
は第 4 修正の保障を発動する権利が与えられると
考える．しかしながら，アメリカの令状発付官が
国外で捜索を承認する権限を欠いていることは令
状条項を合衆国外での非合衆国市民の住居の捜索
には適用不可能とするという政府の主張について
はこれに同意する．
　ただし，第 4 修正は捜索は「合理的」であるこ
とを要件としている．そして，捜索の目的は刑事
訴追の証拠の確保である場合，当裁判所は一貫し
て捜索は合理的で，相当理由に基づかなければな
らないと判示してきている．District CourtもCourt 
of Appealsも相当理由の問題を扱っていない．し
たがって，Court of Appealsの判断を破棄し，さ
らなる審理を進めるべく本件を差戻す．
【小　　　括】
　本件は無令状での合衆国外（メキシコ）での非
合衆国市民の住居に対する捜索に第 4 修正が適用
されるかが争われた事例である．本件において，
レンクィスト裁判官は第 4 修正の文言である「人
民」（people）には被申請人のような国外に居住す
る非合衆国市民は含まれないので，本件での捜索
には第 4 修正は適用されないと判示した．ただし，
非合衆国市民一般がすべて第 4 修正が適用されな
いとは判示しておらず，当該外国人が合衆国と「相
当程度のつながり」（substantial connection）ない
し「十分なつながり」（sufﬁcient connection）を
有していれば，第 4 修正による保障が与えられる
としている．ケネディ裁判官は多数意見の「人民」
という文言を被申請人に対する第 4 修正の適用を
否定する根拠とすることには反対しており，令状
を発付する現地の裁判官や令状発付官の不存在，
合理性とプライヴァシーという概念の不確実性，
外国の当局の役人と協力する必要性を指摘し，本
件では第 4 修正違反は生じていないとした．また，
スティーブンズ裁判官は本件での被申請人は第 4
修正の文言の「人民」の中に含まれるが，国外で
は令状発付官が存在しないことから令状要件は適
用されず，合理性の要件のみが適用されるとして，
第 4 修正が全く適用されないとは考えないようで
ある．これに対してブレナン裁判官とマーシャル
裁判官は合衆国の刑事法を執行するならば，政府
も国内外対象を問わず憲法を遵守すべきとして
「相互性」を主張し，令状要件の重要性についても
強調しつつ，本件被申請人に第 4 修正が適用され
ると主張する．さらにブラックマン裁判官も合理
性の要件のみが課されることについてはスティー
ブンズ裁判官と同様の見解であるようであるが，
本件では相当理由の判断がなされていないとし，
差戻しを主張した．このようにして本件では多数
意見と補足意見の間でも第 4 修正の適用の意見が
分かれた事案である．
2 ．In re Terrorist Bombings of U.S. Embassies 
in E. Afr., 552 F3d. 157 （2d Cir. 2008）．
【事実の概要】
　被告人であるWadith El-Hageは合衆国市民であ
るが，アル・カーイダの一員であることが疑われ
ていた．1998年 8 月 7 日のケニアのナイロビとタ
ンザニアのダルエスサラームのアメリカ大使館の
爆破への関与から生じる多数の犯罪で El-Hageは
起訴された．本件起訴に至るまで，合衆国政府は
被申請人の使用する電話を司法長官の承認の下で
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監視し，その後，ナイロビの被告人の住居に対し，
ケニアで発付された盗品の捜索令状を携えて捜索・
押収を行ったが，本件捜索・押収の最中に被申請
人は不在であり，被告人の妻に対し令状を提示し
ていた．尚，合衆国の裁判所に対して令状の申請
がなされていなかったことには争いがない．
　被告人は排除聴聞手続で，ナイロビでの住居の
捜索で押収された証拠と被告人のナイロビの住居
の電話と携帯電話を含む 4 本の電話線に対する電
子的監視を通じて収集された証拠は当該捜索は有
効な令状により，承認されていないものであると
いうこと，または当該捜索は不合理であるという
ことを根拠として排除の申立てをした．
　District Courtは，公開の法廷での審理はアル・
カーイダが合衆国へ継続的な脅威を与えており，
ケニアでの捜索の根底にある微妙な内容の証拠の
開示は対外諜報活動に支障をきたす可能性がある
との政府の主張を容れ，インカメラでの一方当事
者による証拠の審理を行った．District Courtは，
合衆国市民に対しては国外においても第 4 修正上
の保障は何らかの形で適用されるが，その保障の
程度と第 4 修正の令状条項の規定の適用可能性は
不明であるとした上で本件のケニアでの捜索・押
収は対外諜報情報収集目的での例外が認められる
とし，被告人の証拠排除の主張を退け，被告人に
有罪判決を下した．これに対し，被告人は第 4 修
正の令状要件の対外諜報の例外を認めること，当
該例外を本件の住居の捜索と電話の監視に適用す
ること，さらにインカメラでの一方当事者による
証拠の審理が行われ，弁護人が証拠を吟味するこ
とができなかったことについて異議を申立て，上
訴した．第 2 巡回区 Court of Appealsは以下の様
に判示した．
【判　　　旨】
　当裁判所はまず，El-Hageのインカメラでの一
方当事者による証拠の審理に対する異議申立てを
District Courtが退けたことに対する異議申立てに
ついて扱う．District Courtはアル・カーイダによ
る継続的な脅威と監視記録の開示が対外諜報活動
にもたらす損害の可能性についての政府側の主張
により，インカメラでの一方当事者による審理を
選択したわけであるが，この結論については当裁
判所も支持するものである．したがって，本件で
のインカメラでの一方当事者による証拠の審理は
正当なものであり，District Courtの裁量権の逸脱
はもとより，何ら瑕疵も存在しないものと判断す
る．
　El-Hageの証拠排除の申立てがDistrict Courtに
よって退けられたことが適切であるか否かを判断
するために，まず，第 4 修正の保障が合衆国市民
が関係する合衆国外での捜索に適用されるか否か，
そして適用されるとするならば，どの程度適用さ
れるのかを判断しなければならない．当裁判所は
国外での非合衆国市民に対する通信傍受に第 4 修
正が適されるか否かを検討したことがあるが，「権
利章典は国外での連邦政府のエージェントによる
合衆国市民に対する活動について域外で適用され
る」と判断した．（United States v. Toscanino, 500 
F.2d 267 （ 2d Cir. 1974）; United States v. Verdugo-
Urquidez, 494 U.S. 259 （1990） （Brennan, J., 
dissenting）; Rosado v. Civiletti, 621 F.2d 1179 （2d 
Cir.1980）（citing Reid v. Covert, 354 U.S. 1 （1957）
も参照）．しかし，第 4 修正の令状条項が国外での
捜索に適用されるかという具体的な問題について
は依然として判断していない．当裁判所は第 4 修
正の令状要件は合衆国のエージェントによって国
外でなされた捜索には適用されず，合衆国市民に
対する国外での捜索は第 4 修正の合理性の要件の
みを充足することが求められると判示する．
　第 4 修正は「不合理な捜索・押収から身体，住
居，書類および所持品が守られるという人民の権
利」を保障している．「だが，第 4 修正の究極的な
試金石は「合理性」であるので，令状要件には一
定の例外がある．」（Brigham City v. Stuart, 547 
U.S. 398 （ 2006）; Vernonia Sch. Dist. 47J v. Acton, 
515 U.S. 646 （1995）; Katz v. United States, 389 U.S. 
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347 （1967）参照）．令状要件の例外でよく知られ
ているものは逃走する被疑者による差し迫った証
拠破壊の危険性がある場合や当該被疑者を「現行
犯追跡（hot pursuit）」している場合のような緊急
事態である（Brigham City参照）．また，適法な逮
捕に関連して無令状捜索が許容される（Michigan 
v. DeFillippo, 443 U.S. 31 （1979））他，同意に基づ
く場合にも許される（Schneckloth v. Bustamonte, 
412 U.S. 218（1973））．身柄拘束下での「インベン
トリィサーチ」もまた，令状要件の例外である
（Colorado v. Bertine, 479 U.S. 367 （1987））．犯罪
捜査以外で行われる捜索についても無令状捜索は
確立している．例えば，公立学校での校則違反に
対する手続は令状要件によって規律を受けないし
（Acton参照），公務員に対する薬物テストプログ
ラムも同様に令状により規律されない（Nat’l 
Treasury Employees Union v. Von Raab, 489 U.S. 
656 （1989）参照）．また，国境でなされる捜索に
も 令 状 要 件 は 適 用 さ れ な い（United States v. 
Montoya de Hernandez, 473 U.S. 531 （1985）参
照）．行政目的での捜索は，特にそれが厳しい規制
を受ける産業であれば，一定の場合に令状要件が
免除されている（New York v. Burger, 482 U.S. 691 
（1987）参照）．これらの状況では，政府が「危険
な事態の発展を防ぎ，特定の場所や個人を捜索す
るための根拠が滅多に生じることがない違反を発
見しようとする」際には，相当理由並びに令状要
件は合理性の評価に道を譲ることとなるのである．
（Nat’l Treasury Employees Union）．
　令状が国外での合衆国市民に対する捜索に求め
られるかという問題は合衆国最高裁判所によって
も，当裁判所や他の巡回区裁判所によっても扱わ
れたことはない．ただこの点を直接に扱ったわけ
ではないが，United States v. Verdugo-Urquidez に
おける合衆国最高裁判所の判断が一定の示唆を与
えてくれる．合衆国最高裁判所は「第 4 修正の文
言，その歴史と外国人に対し域外で合衆国憲法を
適用することを論じた事案」に依拠し，第 4 修正
は国外での合衆国の官憲によって捜索を受ける外
国 人 に 何 ら 保 護 策 を 与 え な い と 判 示 し た．
（Verdugo）．国外での令状条項の適用可能性につい
ては，合衆国最高裁判所は，令状条項が合衆国の
エージェントによってなされる国外での捜索を規
律することに疑問視しており，国外での捜索を行
うために発せられる令状は「合衆国外では死文と
なる」と説明をした．（Verdugo）．Verdugoにおけ
る見解及び以下の理由から国外での捜索に令状要
件を課すことを検討する．
　第 1 に，合衆国の歴史や先例において，国外で
の捜索を行うに先立ち，令状を最初に入手しなけ
ればならないと示唆するものは存在しない．
El-Hageは合衆国の法執行官や彼らと協力する現
地の捜査官によって国外でなされる捜索に令状が
必要であるという前提を直接的に支える根拠を何
ら指摘していないし，当裁判所もそのような根拠
はないと認識している．また，El-Hageは国外で
の捜索がアメリカの捜索令状に従ってなされたと
いう歴史上の例も挙げることができていない．こ
のように根拠がないということは国際情勢の歴史
と同様に第 4 修正と令状条項の歴史に照らせば，
驚くべきことではない．
　第 2 に，合衆国の外交の歴史において，合衆国
の官憲が国外で捜索を行うに先立ち，外国の令状
発付官から令状を入手することは求められていな
いものであり，また，すべての他の国々が合衆国
における捜索と捜査のルールに似たルールを有し
ていると想定することも求められない．相当理由
を示すことに基づいて捜索令状が発せられるアメ
リカの手続を単純に世界中にまで拡大することは
できず，Verdugoで言われるように，合衆国憲法は
「合衆国における法制度上の実務とは極めて異な
る」外国の法制度上の実務に基づいて政府の捜査
権限を調整することはしないのである．（Verdugo）．
　第 3 に，合衆国の司法官憲が域外での効力を有
するとした捜索令状を発付した場合，そのような
令状は，もしあるとしても外国での法的な意味は
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疑わしいものである（The Schooner Exchange v. 
M’Faddon, 7 Cranch 116, 11 U.S. 116（1812）参
照）．合衆国の裁判所によって発せられた令状は合
衆国のエージェントが捜索を行う権限を与えるこ
とも，捜索対象者に令状に従うことを必ずしも義
務づけるものではない．
　第 4 に，合衆国の司法官憲が国外での捜索に対
して令状を発付することができるかは決して明ら
か で は な い（Weinberg v. United States, 126 F.2d 
1004 （2d Cir.1942）参照）．
　これらの理由から，第 4 修正の令状条項は域外
で適用されず，合衆国市民に対して合衆国のエー
ジェントによってなされた国外での捜索は第 4 修
正の合理性の要件にのみ従わなければならないと
判示する．
　尚，District Courtは対外諜報上の捜索の令状要
件の例外を認めており，このことは対外諜報活動
監 視 法 （Foreign Intelligence Surveillance Act, 
FISA, 以下FISAという）が規定される以前の他の
巡回区裁判所の判断から支持されるとしている
（United States v. Truong Dinh Hung, 629 F.2d 908 
（4th Cir.1980）; United States v. Buck, 548 F.2d 871 
（ 9th Cir.1977 ）; United States v. Butenko, 494 F.2d 
593 （3d Cir.1974）; United States v. Brown, 484 F.2d 
418 （5th Cir.1973）参照）．しかし，当裁判所はそ
のような例外は捜索の「主要な目的」が対外諜報
情報の収集か否かということを検討しなければな
らないことから，このような考え方は採用しない．
「主要な目的」と他の目的を区別することはふさわ
しいものではない．
　このようなことから本件でのナイロビでの住居
の捜索とケニアでの電話の監視について検討する．
　捜索が第 4 修正上合理的であるか否かを判断す
る際に「一方では」，「事情の総合」を検討し，「他
方では個人のプライヴァシーと正当な政府の利益
の増進に必要とされる程度」を衡量する．（Samson 
v. California, 547 U.S. 843 （2006）（quoting United 
States v. Knights, 534 U.S. 112 （2001）））．本件で
は，El-Hageのプライヴァシーはアル・カーイダ
の極限的な脅威が存在し続けることから，アル・
カーイダの工作員としての活動を監視する政府の
明白な必要性に凌駕される．これらの事情に照ら
せば，ケニアでの捜索は合理的である．
　El-Hageのナイロビの住居に対する捜索につい
ての主張は，住居の捜索には厳格な審査を適用す
べきとした合衆国最高裁判所の先例に依拠するも
のであるように思える．例えば，合衆国最高裁判
所は「自分の家の中にいる人の権利はまさに第 4
修正の核心であり，不合理な政府の侵害から自由
でなくてはならない．数少ない例外を除いて，住
居への無令状捜索は合理的であり，したがって合
憲であるかという問いの答えは否である．」と判示
し て い る．（Kyllo v. United States, 533 U.S. 27 
（2001））．合衆国最高裁判所はこのような考え方を
多くの事例で判示してきている（Payton v. New 
York, 445 U.S. 573 （1980）参照）．しかし，このよ
うな考え方も無制限のものではない．例えば，仮
釈放に付された者の住居を令状や相当理由による
ことなく捜索することを求めるカリフォルニア州
法につき，合衆国最高裁判所は関係する諸利益を
考慮し，合憲性を認めている．（Knights; United 
States v. Reyes, 283 F.3d 446, （2d Cir.2002）参照）．
したがって，無令状での住居の捜索は特別な検討
が要されるが，第 4 修正の下での合理性判断に際
して，バランシングテストに服さないということ
で は な い（United States v. Newton, 369 F.3d 659 
（2d Cir.2004）等参照）．
　El-Hageのナイロビの住居の捜索はそのプライ
ヴァシーを侵害するものであるが，捜索はケニア
当局の協力と El-Hageの妻の立会いの下で行われ
たものであり，秘密裏に行われたわけではないと
いう事実からその侵害は最小限に止められたもの
であったといえる．また，捜索は日中に行われ，
捜索の最中に押収された物の目録は妻に渡されて
いる．
　上述したように合衆国の諜報機関はケニアにお
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けるアル・カーイダの存在を認識しており，
El-Hageの住居の捜索に先立ち，多くの通信の傍
受をしており，El-Hageもその対象とされていた．
これらの通信傍受は司法長官の承認の下で，承認
も更新しており，規律が取れた方法で行われてい
た．El-Hageの住居に対する捜索は決して思いつ
きや裏付けがない情報に基づいてなされたわけで
はない．
　El-Hageの住居への限定的な侵害とアル・カー
イダの活動を監視する政府の必要性が明白である
ことを衡量すれば，El-Hageのナイロビの住居に
対する捜索は第 4 修正の下で合理的である．
　El-Hageはまた，ケニアの電話の監視について
も業務や家族との通信までその傍受対象とされて
いることから，当該通信傍受は過度に広範に及ぶ
ものであることと，政府は侵害を最小のものとす
る手続を取っていないことから合理性につき異議
を申立てている．El-Hageの監視が過度に広範に
及び，プライヴァシーへの侵害が相当なものであ
るとの主張は否定できないが，政府にも監視が広
範に及んでいることを正当化する理由は多く存在
する．政府側の利益に目を向ければ，外国のテロ
組織による国家安全保障上の脅威を捜査する必要
性は自明である．
　このような，止むにやまれぬ，競合する利益を
衡量することは本件での侵害の範囲は政府の監視
の必要性によって正当化されるかということで衡
量をすることとなり，当裁判所は以下の理由によ
り正当化されると結論付ける．
　第 1 に，アル・カーイダのような複雑で広範に
活動し，中央集権的でない組織はその特徴を理解
し，その構成員を認識するために長期かつ集中的な
監視を正当なものとする（In re Sealed Case No. 02-
001, 310 F.3d 717 （Foreign Int.Surv.Ct.Rev.2002）
（quoting Scott v. United States, 436 U.S. 128 
（1978）; United States v. Hoffman, 832 F.2d 1299 
（1st Cir.1987）; United States v. Scott, 516 F.2d 751 
（D.C.Cir.1975）参照））．第 2 に，本件のような対
外諜報情報収集は必ずしもどの情報が関連するの
か容易には明らかではないので一見したところ何
の変哲もないような情報を深く掘り下げて検討し
なければならない（United States v. Rahman, 861 
F.Supp. 247 （S.D.N.Y.1994）参照）．第 3 に，秘密
裏な活動を行うテロ組織は洗練された犯罪組織と
同様に暗号で会話をしたり，少なくとも曖昧な言
葉を用いるのがしばしばである（United States v. 
Salameh, 152 F.3d 88 （2d Cir.1998）; United States v. 
Casamento, 887 F.2d 1141 （2d Cir.1989）; Hoffman; 
Truong; Scott; Scott v. United States, 436 U.S. 128 
（1978）等参照）．したがって，そのような通信に
対して，より拡張的かつ注意深い監視が必要不可
欠である．第 4 に，会話は外国語でなされており，
関連性を判断し，暗号化された言葉を理解するこ
とはさらに複雑なものとなる（In re Sealed Case; 
In re Audibility of Certain Recorded Conversations, 
691 F.Supp. 588 （D.Conn.1988）参照）．アル・カ
ーイダの工作員と疑われる者に対する監視は長期
かつ徹底的でなければならないことから，当裁判
所は政府の電子的監視の範囲は過度に広範である
とは結論付けることはできない．El-Hageに対す
るプライヴァシーの侵害は大きなものであるが，
それにも増して政府の必要性は大きなものである．
したがって，本件電子的監視及びナイロビの住居
に対する捜索は第 4 修正の下で合理的である．以
上から，El-Hage の証拠排除の申立ては District 
Courtにより適切に退けられており，District Court
の判断を確認するが，量刑については破棄し，差
戻す．
【小　　　括】
　本件は合衆国外（ケニア）で非合衆国市民に対
し，アメリカの裁判所による令状なくして行われ
た捜索が第 4 修正に違反するかが争われた事例で
ある．本件において第 2 巡回区 Court of Appeals
はまず，インカメラでの一方当事者による審理に
対する被告人の異議申立てを退けた上で，判断の
前提として，Verdugoについて言及しつつ，（1）合
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衆国の歴史や先例において，国外での捜索を行う
に先立ち，令状を最初に入手しなければならない
と示唆するものは存在しないこと，（2）すべての
他の国々が合衆国における捜索と捜査のルールに
似たルールを有していると想定できず，相当理由
を示すことに基づいて捜索令状が発せられるアメ
リカの手続は単純に世界中にまで拡大することは
できないこと，（3）合衆国の司法官憲が域外での
効力を有するとした捜索令状を発付した場合，そ
のような令状は外国での法的根拠があるかは疑わ
しい上，（4）そもそも合衆国の裁判官が国外での
捜索に対して令状を発付することができるかは明
らかではないことを理由として第 4 修正の令状条
項は域外で適用されず，合衆国市民に対して合衆
国のエージェントによってなされた国外での捜索
は第 4 修正の合理性の要件にのみ従わなければな
らないと判示している．
　これらのことを前提に，Court of Appealsはま
ず，本件における被告人のナイロビの住居に対す
る捜索の合憲性について検討している．Court of 
Appealsは事情の総合を行い，その考慮要素の前
提としてアル・カーイダの脅威について強調する．
その上で住居という最も厳格に審査をしなければ
ならない場所に対する無令状捜索に対してもバラ
ンシングテストが適用されるとし，（1）捜索はケ
ニア当局の協力と El-Hageの妻の立会いの下で行
われたこと，（2）秘密裏に行われたわけではなく，
その侵害は最小限に止められていること，（3）捜
索は日中に行われ，捜索の最中に押収された物の
目録は妻に渡されていること，（4）本件捜索は裏
付けがない情報に基づいてなされたわけではない
ことから限定的な侵害とアル・カーイダの活動を
監視する政府の必要性が明白であることを衡量し
本件住居への捜索は第 4 修正の下で合理的である
とした．
　また，無令状で行われた通信傍受についても，
外国のテロ組織による国家安全保障上の脅威を捜
査する政府の必要性は自明であることを指摘し，
（1）アル・カーイダという組織の広範性及び複雑
性から生じる監視の長期間化，（2）対外諜報情報
収集はどの情報が関連するのか容易には必ずしも
明らかではないこと，（3）テロ組織は暗号を用い
て会話をしており，注意深い監視が求められるこ
と，（4）会話が外国語であり，関連性の判断，暗
号化された言葉を理解することの複雑性から，本
件での政府の電子的監視の範囲は過度に広範であ
るとは結論付けることはできず，プライヴァシー
の侵害は強いものであるが，政府の必要性はそれ
を超えるものであるとして本件電子的監視は第 4
修正の下で合理的であると判示している．尚，本
件では，テキサス州の住居に対する FISAに基づ
いてなされた電子的監視の結果得られた電話での
会話のテープ記録ないし要約については政府が
FISAに規定される一定の保護策を遵守しなかった
として証拠の排除が申立てられていたが，上訴で
被告人は申立てを取り下げている．本件で Court 
of AppealsはDistrict Courtで採られた対外諜報上
の捜索の令状要件の例外については当該捜索の
「主要な目的」は対外諜報情報の収集か否かという
ことを検討しなければならず，「主要な目的」と他
の目的を区別することはふさわしいものではない
ことから，その採用はしなかった．
Ⅴ 検　　　討
　ここまで，第 4 修正の議論状況及び判例を概観
してきた．第 4 修正は特に1960年代以降，令状へ
の傾斜の傾向が見られ，そのような中で，合衆国
最高裁判所は Verdugoを判断した．本件は純粋に
犯罪捜査目的での捜索であり，そのような状況の
中で合衆国最高裁判所は国外に所在する非合衆国
市民には第 4 修正の適用はないと判断した．その
ように判断することにおいて，多数意見は「人民」
という文言を解釈しているが，このような解釈に
は批判がなされている．すなわち，多数意見は第
5 修正と第 6 修正の「個人」と「被告人」という
文言を対比し，「人民」はその適用範囲を限定する
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ために用いられていることを指摘しているが，起
草者が適用範囲が異なることが容易に推測できる
ような形で他の権利や特権と区別するためにこの
「人民」という文言を用いたとは考えられないとし
て批判されている22）．ケネディ裁判官も補足意見
において「人民」という文言を根拠に被申請人に
第 4 修正の適用を否定することは明示的に否定し
ており，かかる論理は絶対的多数意見を形成して
いないと解される23）．ただし，本件ではケネディ
裁判官をはじめとして各裁判官の意見が割れてい
るが，この点，ブレナン・マーシャル両裁判官以
外の裁判官は，少なくとも本件では第 4 修正の令
状要件の適用を否定するという点で一致しており，
その限りで絶対的多数意見の形成があると解され
る24）．このようなことから，本件において被申請
人のような外国人には令状要件は適用されないと
されたが，依然として合理性の要件については適
用される余地があり，本件のような外国人が不合
理な捜索・押収が行われたと主張することは可能
であるとして，本件はこの点につき回答していな
いとの見解もある25）．
　また，多数意見が採用する「相当程度のつなが
り」ないし「十分なつながり」のテストについて
は，どの程度のつながりで第 4 修正の保護を受け
るに足りるのかが不明確であると批判されてお
り26），ブレナン裁判官の反対意見でもその根拠に
ついて不明確であると指摘される．
　確かに，本件での「人民」という文言の解釈に
は疑問の余地がないわけではなく，相当程度のつ
ながりや十分なつながりのテストの中身が不明確
であることは事実である．しかしながら，多数意
見の指摘するように，合衆国憲法制定の歴史と先
例に鑑みれば，国内に所在する非合衆国市民は格
別，国外に所在する非合衆国市民に第 4 修正が適
用されないとするのは理解できない考え方とはい
えないであろう．ブレナン裁判官の主張する相互
性は一見説得力を有する見解のように思えるが，
相互性を前提にすること，不合理な捜索・押収で
あってもそれを非合衆国市民に対して世界規模で
行うことが許されるのかという問題は政策的問題
であり，国際法や条約，協定によって解決すべき
問題であるとも考えられる27）．
　他方，In re Terrorist Bombings of U.S. Embassies 
in E. Afr. はアメリカ大使館の爆破というテロ事件
であり，国外に所在する合衆国市民に対しては合
理性の要件のみが適用されると判示された．本件
の判示に対しては，まず，本件のような合衆国市
民に令状要件まで適用しなかったことに対し批判
がなされており，Katzでの第 4 修正の保護対象は
場所ではなく人々であるとの判示に鑑みて，合衆
国内に合衆国市民がいる場合に令状が求められる
なら，国外であっても令状が要求されるべきであ
ったと批判される28）．また，合衆国による令状が
国外で効力を持たないとの理由付けについても，
令状が効力を有するか否かではなく，令状の機能，
すなわち，熱心な官憲によって憲法上の権利が侵
害されないようにするべく，中立公正な令状発付
官が審査を行うことこそが重要であると批判され
ている29）．さらに，本件のような国家安全保障が
関係し，迅速な行動が要求される場合には，令状
要件を否定するのではなく，令状要件を認めた上
で対外諜報目的でなされる捜索の緊急事態の例外
として理論構成すべきであった30）とか，そもそも，
District Courtのように対外諜報の例外を採用しな
いことで Court of Appealsは国外に所在する合衆
国市民から犯罪捜査目的の捜索からも一般的に第
4 修正上の権利をはく奪する結果となったとも批
判される31）．このような本件の判示はその後も巡
回区裁判所によって引用され，引き継がれてい
る32）．本件は国家安全保障上の捜索であり対外諜
報上の例外であると判示することもできたが，
Court of Appealsはあえてそのような判断はせず，
主要な目的を判断することは不適切であるとして
一般的に国外に所在する合衆国市民に対しては令
状要件は適用されないと判示している．本件での
Court of Appealsの判断はバランシングテストを
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採用しているが，実際には，繰り返しアル・カー
イダの脅威を強調し，判断を下しており，その比
重は相当程度大きなものと見ている．
　両者の事例は同じ国外での捜索でも合衆国市民
か非合衆国市民かで結論を異にする．一般的に考
えて，両事例と同様の捜索が合衆国内で行われた
場合は，緊急事態等の例外がない場合には，令状
要件までを含めた第 4 修正が適用されることとな
ろう．このようにして国外の捜索・押収には類型
ごとのグラデーションが設けられていると考えら
れる33）．
　第 4 修正の目的は単に個人の秘密を保つという
ことでなく，個人の自律（autonomy）を保護する
ことであり，それは心の平穏と活気に満ちた民主
主義社会において独立した市民として育つための
能力を不当な政府の侵害から保護する役割を持つ
ものであると言われる34）．このような見解に立て
ば，合衆国市民に関しては，国外に所在するとい
う理由のみで第 4 修正により保障を受けないとい
う結論に至ることはできないように思えるが，こ
のことが国外の非合衆国市民にも直接的かつ完全
に必ず当てはまるとは考えられないであろう．ま
た， In re Terrorist Bombings of U.S. Embassies in 
E. Afr.は Court of Appealsの判断であり，合衆国
最高裁判所は本件のサーシオレイライを却下して
いる35）ので合衆国最高裁判所が本件のような事例
をどのように判断するのかは不明であるが，上述
したようなことから，国外の合衆国市民に一切第
4 修正の保障が及ばないとは判示しないものと思
われる．現段階では，判例法理上，合衆国内にお
ける一般的な第 4 修正法理，すなわち，捜索に先
立ち，相当理由が存在し，時間的余裕があれば，
原則として令状を入手せよとの立場は，たとえ捜
索が合衆国市民に対してなされたとしても，それ
が国外においてなされる場合には適用されないと
されているため，この点につき，合衆国最高裁判
所の判断が待たれるところである．
Ⅵ お わ り に
　薬物戦争とテロ戦争の最中にあるアメリカは今
後も本稿で検討したような捜索・押収を合衆国市
民，非合衆国市民に関わりなく世界各地で継続し
て行っていくと思われる．冒頭に述べたように薬
物戦争とテロ戦争は密接不可分な局面があり，こ
のことを前提に考えると，Court of Appealsが判
断を避けた主要な目的の判断，すなわち，犯罪捜
査目的か対外諜報目的かという問題はテロ事案単
体で問題となるだけでなく，薬物戦争とテロ戦争
の両側面が生じるような場面で特に判断が迫られ
る難しい課題となり，合衆国最高裁判所がこの点
につき判断をしていない以上，この領域について
は継続して検討を行っていく必要がある．このよ
うなことから，今後は本稿で検討したことを足掛
かりとして，国内外の合衆国人（United States 
persons）と非合衆国人に対する対外諜報上の捜索
の要件を規定する FISAの物理的捜索に関する規
定36）についても詳細に検討し，さらに総合的な分
析を加えることとする．
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